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A (i)=A(il/ B(包)*1 00 
A (i): i広域圏の若年人口残存率
A(i) : i広域圏のS5 0年の15-29才人口
B(i) :包広域圏のS3 5年の0-14才人口
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時出全体IGP.l GP.2 l位'.3GP.4 12 O O o 
100 ~120 7 O 3 
q O~100 ヲ z 3 z 
80~ qO 17 2 6 o 8 
60~ 80 32 11 13 3 4 































[GP.l GP.2 G'P.3 GP.4 [GP.5 全体 入
金融専比率 1.4 1.7 2.2 2.5 4.4 2.1 0.295 一+ ー+ 
且エ主重量
比率 14.3 16.7 17.3 20.7 23.3 17.0 0.234 一 ー+ + 
比比主奪 14.2 23.6 21.9 
21.9 24.0 1 q. 1 0.172 ー ー 一 ー
農業 3'2.6 25.1 2¥.1 16.1 5.6 24.5" 0.166 一 ー 一 一
Z婁世..比率 9.9 8.2 守.1 守.0 10.2 Q.4 0.156 ー+ ー+ 
水産業比章 2.0 1.6 3.0 1.5 0.7 1.5 0.150 ー ー ー 一
司Uft専比李 4.7 4..9 5.6 6.6 7.5 5.4 0.144 一 ー+ 
表-3 グルー プJlIJ平均と重判別分祈
「ー 聞ー
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積立愛紋+ r β r β r β r β 
農業 tl:;幸 -0. !f69 0.130 -0.388 0.¥34 -0.441 0.162 -0.4Q5 0.2守7
工業 比率 0.603 0.407 0.534 0.28¥ 0.584 0.37守 os87 0.424 
商業 比率 0.580 ー 0.485 0.416 -0.179 0.4Q3 -0.324 0.606 -0.3¥8 
金融専比率 0.747 0.640 0.6伺 0.874 0.686 O.Q31 0.763 0.879 
サー ビ1ス業比率 。ι27 0.282 o.on -0.200 0.272 ー0.051 0.570 0.IQ7 
童相関係数 R=0.833 R=口汀32 R=O.784 R= 0.832. 
戸 va.lue 下=58.22 戸=29.57 1'= 40.85 F= 57.'36 



































の効果Kついて~ (P.P. 115 - 120 )を参照されたい。⑥データ集計の繁雑さの他，市では緋計値があっても町
村Kついては得られ在い項目が少在〈まいととも理由であろう。 ew地方都市圏振興整備可能性調査報告書I~ 
(地域公団)が 53 年 3 月 K刊行された。③『地域学研究8 巻~ (地域学会)の筆者の論文K詳細K現況彼Eべて
ある。 053変数名，因子負荷量左どは@のP.P.25 -46 ILグノレ プ特性の詳細とともK記されている。⑦クラ
ヌタ一分析ではサンプノレの所属が未知で品 t，重判別分析では既知である。@具体的には旭J11.八戸，郡山左ど。
⑥人口当 b卸売販売額が金融等人口比率と類似した分布を示す。①厳密Kは年令構成の差異によ b自然措加率V亡
地域差が生じ， とれとの比較で社会増，社会減が判断されるべきであろう。①紙面の関係で相関係樹ラ列は割愛
した。@広域市町村圏(自治省)，地方生活圏(建設省)の他，通産省の工業ポテンシャノレ圏がある。在品、，地
方生活圏は広域市町村圏が単独在hし複数で構成される。広域市町村圏は44年度から 47年度に全国で329圏設
定されているが，東京，大阪在どの大都市地域と地方圏でも一部地域では設定されてい左い。
-342 
